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毛呂山町管財課
１．件名
　契約管理システム更新業務

２．目的と背景
現在、本町の業者や契約に係る情報はオンプレミス型（自庁設置型）のシステムを導入し管理している。平成２８年１２月の導入から令和５年６月で６年６ヶ月が経過し、サーバ機器等の経年劣化により更新が必要である。なお、次期システムについては全庁的に使用可能なネットワーク型システム（ＬＧＷＡＮ－ＡＳＰ）を導入する方針である。事業課の職員による案件入力から入札、検査まで情報を一元管理するとともに、埼玉県電子入札共同利用システムとの連携を行う等、業務効率化を図るものの導入を目指す。
３．導入スケジュール
　本システムのスケジュールを次に示す。ただし、詳細な日程については、本町と協議のうえ決定するものとする。
　（１）導入（環境構築）期間
　　　契約日から令和5年11月30日（木）
　（２）運用期間
　　　令和5年12月1日（金）から令和10年11月30日（木）
　　　※最低でも1年間の保守延長が可能であること。
４．システム要件
　（１）導入に関する基本条件
　　　ア　毛呂山町情報セキュリティポリシー及び関連法令等を遵守できること。
　　　イ　構築コスト低減、高品質、安定稼動、専門のサポート体制の享受等を実現するため、提案するシステムについて、埼玉県内での構築実績があること。
　　　ウ　耐障害性及び事業継続性を考慮し、ＬＧＷＡＮ－ＡＳＰとすること。
　　　エ　現行のネットワーク環境及びクライアントでの動作を保証すること。
　　　オ　本システムに利用するソフトウェアは、原則として導入時の最新バージョンを導入すること。
　　　カ　クライアントパソコンに新たなソフトウェアのインストールが必要な場合、その導入は受託者が行うこと（クライアントパソコンの初期化・入替時の対応も含む）。なお、ソフトウェアの内容及びインストール方法等は、本町と協議の上、決定すること。
　　　キ　本システムに必要なソフトウェア及びライセンスは、全て受託者が用意すること。
　　　ク　複数のクライアント（同時接続３０台とする）が同時に接続し、処理を行えること。
　　　ケ　本システムは入札案件依頼、業者検索等において全職員が利用する可能性があることを考慮すること。
　　　コ　利用料の範囲内で、追加費用なしに製品のマイナーバージョンアップが受けられること。また、原則法改正等に柔軟に対応できるシステムであること。
　　　サ　本町担当職員が利用しやすく、運用が容易なシステムであること。
　　　シ　運用操作マニュアル、操作画面等は日本語で表記されていること。
　　　ス　本仕様書に記載がない事項でも、本業務の導入及び利用にあたり、提案書等により提案した事項に照らし、実施しなければ運用に支障をきたす事項であれば、受託者は本町と協議のうえ、受託者の負担により実施すること。
　（２）機能仕様
　　　次の機能を有すること。各業務の機能要件の詳細は「機能要件書」のとおりとし、カスタマイズの範囲を明確に示すこと。
機能要件についてはパッケージシステムでの導入を原則とし、バージョンアップ等は、利用料の範囲で行うこと。又は、代替案を示し、本町と協議のうえ決定すること。なお、「機能要件書」を満たすための機能開発の場合にあっても、上記のとおり利用料の範囲で取り扱うものとする。
　　　ア　入札案件管理機能
　　　（ｱ）本システムにおいて、発注見通しに係る業務（登録、修正、削除、照会、進捗の管理、データ抽出、データ出力等）が完結できること。
　　　（ｲ）本システムにおいて、入札、契約に係る業務（登録、修正、削除、照会、進捗の管理、データ抽出、データ出力等）が完結できること。
　　　（ｳ）次の契約方法、及び入札方式に対応できること。
　　　　　契約方法：随意契約、指名競争入札、一般競争入札
　　　　　入札方法：通常入札（紙入札）、電子入札
　　　　　業務：建設工事、設計・調査・測量、土木施設維持管理、
物品等（物品購入、業務委託、印刷業務、リース、車両）

　　　（ｴ）埼玉県電子入札共同システムとデータの連携ができること。
　　　（ｵ）過去の実績を遡って確認できること。
　　　イ　検査・成績評定機能
　　　（ｱ）本システムにおいて、検査に係る業務（登録、修正、削除、照会、進捗の管理、データ抽出、データ出力等）が完結できること。
　　　（ｲ）過去の実績を遡って確認できること。

　　　ウ　業者管理機能
　　　（ｱ）本システムにおいて、業者管理に係る業務（登録、修正、削除、照会、進捗の管理、データ出力等）が完結できること。
　　　（ｲ）業者管理では次の区分に対応できることとし、一業者が建設工事と物品等、複数の区分に登録できること。

	名簿の区分
	申請受付窓口
	申請時期（予定）
	備考

	建設工事
	埼玉県の
共同受付窓口
及び毛呂山町
	定期申請（新規・更新）
2年に1回
追加申請（新規・更新）
2年に5回
随時申請（変更・承継）
	工事業種、業務分類、営業種目・品目等は埼玉県に準ずるものとする。

	設計・調査・測量
	
	
	

	土木施設維持管理
	
	
	

	物品
※物品売買及び業

務委託とする。業務

委託は原則として

建設工事に関わる

業務委託を除くも

のとする。
	
	定期申請（新規・更新）
3年に1回
追加申請（新規・更新）
1年に1回
随時申請（変更・承継）
	


　　　（ｳ）入札参加資格者名簿の登録、変更の際に埼玉県の電子入札共同システムと連携できること。
　　　（ｴ）入札参加停止情報等を管理できること。
　　　（ｵ）登録完了した名簿を各課が検索、照会し、データ出力できること。
　　　（ｶ）過去の実績を遡って確認できること。

　（３）帳票・データ出力
　　　ア　業者管理帳票（資格者名簿等）
　　　イ　業者管理データ抽出（CSVファイル）
　　　ウ　契約事務帳票（執行伺、指名委員会提出書類（様式１、２、３）、予定価格書、指名通知書、
入札（見積）結果表、見積依頼書、落札宣言、指名札、落札決定通知書、契約締結伺、入札
（見積）顛末書、契約書（複数あり）、監督員通知書、請書、検査調書、変更契約締結伺、
変更契約書（複数あり）、検査請求書、完成検査結果通知書、工事手直し指示書、工事自受
渡し所、議決通知書、契約執行状況等）
　　　エ　契約事務データ抽出（CSVファイル）
５．調達内容
　調達内容は、本システムの設計、構築、導入、テスト、データ移行、運用支援、保守、各種付帯作業一式とする。本システム構築業務に関する基本的な作業は、本仕様書に基づいて行うものとするが、特に定めのない事項については、本町と協議のうえ、実施するものとする。
（１）導入
　　　ア　システム導入
　　　（ｱ）本システム導入にあたり必要なネットワークに関する設定を行うこと。
　　　（ｲ）操作、運用、障害対応等のマニュアルを紙及び電子媒体で提供すること。

　　　イ　データ移行
（ｱ）現行システムのデータを全て移行すること。
（ｲ）本システムへのデータ移行は、本システムの受託者にて実施すること。
（ｳ）データ移行後、毛呂山町に検証結果を提示し、了解を得ること。

ウ　テスト
（ｱ）各種テストを実施する際は、事前にテスト計画書を提出すること。提出時期については、本町と協議のうえ、決定すること。
なお、テスト終了後１週間以内に作業完了報告書及びテスト検証結果を提出すること。

　（２）運用支援（稼働前）

　　　ア　本システム本番稼動前又は本番稼働後２週間以内を目安に、システム管理者向け研修（２～３名／回程度の集合研修を３回程度）と利用者向け研修（２５名／回程度の集合研修を６回程度）を行うこと。
研修の内容及び使用するマニュアル等の資料については事前に町と協議し、了解を得ること。

研修では請負者が講師、補助講師を派遣し、研修用資料（紙及び電子媒体）の提供を行うこと。

なお、研修の詳細な日時や研修回数については後日協議の上決定する。

　　　イ　操作方法、トラブルなどについて迅速・適切に対応すること。
ウ　操作・運用マニュアル（紙及び電子媒体）を提供し、担当職員が負担なく運用ができるようにすること。

　（３）運用支援（稼働後）
稼働後の運用支援は次の条件にて令和５年１２月１日（金）～令和１０年１１月３０日（木）（予定）までの５年間、受託者の責任において確実に実施すること。

　　　ア　最低限、以下の時間に運用支援を行うこと。ただし、システム障害発生により緊急の対応を要する場合は、保守時間外であっても、確実に対応可能な体制であること。
　　　　　月曜日から金曜日（祝日及び１２月２９日から１月３日までを除く）

９時００分～１７時００分

　　　イ　システム障害時は迅速に対応し、現状復帰させること。
　　　ウ　ネットワークの障害発生時など必要に応じてオンサイトで対応すること。
　　　エ　障害の切り分け作業を行うこと。

　　　オ　障害が発生した場合、迅速に対応できる体制が十分に確保できること。なお、システム障害が発生した場合は、運用継続のための応急措置を最優先に行い、併せて速やかに原因を究明し、再発防止対策を行うこと。
　　　カ　本システムの利用者に支障のない適切なタイミングで毎日バックアップを行い、物理障害や災害時などによるシステム障害やトラブル発生後も本システムの利用者に支障が出ないようにすること。

　（４）運用管理の充実
　　　ア　ＢＣＰの観点から、震度６強の地震が発生した際にもデータ破壊を受けない災害対策が施されたデータセンターを利用したサービスとすること。
　　　イ　障害監視、死活監視、パフォーマンス監視を行うこと。
　　　ウ　本システムは、２４時間３６５日稼働するものとする。ただし、本システムのメンテナンス等を実施する場合はこの限りではない。
　　　エ　本システムのメンテナンスを実施するために一時的にシステムを停止する際は、事前に本町の承認を得ること。
　　　オ　システムを熟知した要員による電話、メールによる問合せ等への対応を行うこと。
　（５）成果物
　　　受託者が納める本業務の成果物は、次のとおりとする。
　　マニュアルその他の図書等（紙及び電子媒体にて納品すること。）
	品目
	個数

	プロジェクト実施計画書
	１部　

	実施スケジュール
	１部　

	構築及び保守体制図（人員配置等）
	１部　

	打ち合わせ議事録
	１部　

	要件定義書
	１部　

	基本設計書
	１部　

	操作マニュアル（管理者向け）
	１部　

	操作マニュアル（利用者向け）
	１部　

	運用設計書
	１部　

	運用マニュアル
	１部　

	テスト計画書
	１部　

	テスト報告書
	１部　

	障害対応等マニュアル（障害時対応連絡手順書）
	１部　


６．プロジェクト管理
（１）本作業の遂行に当たっては、プロジェクト計画書等に定めた事項を遵守し、PMBOK（Project

Management Body of Knowledge）又はこれに類するプロジェクト管理体系に準拠したプロジェクト管理を行うこと。
（２）プロジェクト管理の実施においては、進捗管理、品質管理、課題管理、変更管理、リスク管理、文書管理、情報セキュリティ管理、コミュニケーション管理、障害管理、構成管理並びに体制管理等を実施すること。
（３）受託者は、前項で示す内容を記載したプロジェクト計画書を履行開始日から2週間以内に作成し、本町の承認を受けること。
（４）受託者は、進捗状況報告書及び各種管理表等を作成し、会議体等を通じて、適宜、本町に進捗状況の報告を行うこと。なお、工程管理報告等により本町の承認を受けた成果物や作業範囲等の変更を行う際には、プロジェクト計画書にて定義した変更管理の手順に基づき、スケジュールや費用等の影響範囲を明確にし、本町の承認を得た上で変更を行うこと。
（５）定例会議では、開発スケジュールと実際の進捗状況の差を明らかにし、その原因と対策を明らかにすること。そのための課題管理表などは開発計画で定めたドキュメント類を用いること。なお、進捗管理に当たってはWBS・ガントチャートによるものとし、作業計画書の各管理要領については一覧形式の管理表を作成し報告を行うこと。
（６）開発工程中における仕様変更については、変更を少なくするための方策を協議すると共に各フェーズにおける変更不可となる時点についての考え方を示すこと。
（７）全体会議等の打ち合わせ内容については、打ち合わせ後３日以内に議事録を作成し、提出すること。議事録は双方で決裁・承認の上保存する運用とすること。

７．セキュリティ要件
（１）情報セキュリティ対策
構築および本稼動期間において、以下のセキュリティ対策を実施するとともに、その他必要に応じて万全なセキュリティ構成を保つための対応を行うこと。
ア　情報セキュリティ対策は、「毛呂山町情報セキュリティポリシー」に準拠し、その内容と整合性を取ること。なお、セキュリティポリシーは非公開であるため、総務省が公表している「地方公共団体における情報セキュリティポリシーに関するガイドライン」を参考に、詳細は双方で協議のうえ、セキュリティ対策を施すこと。
イ　運用開始後のセキュリティリスクの見直し範囲は、本調達範囲全体とし、セキュリティリスクの対応範囲は、洗い出した脅威全体とすること。運用開始後のセキュリティリスクの見直し（セキュリティホールや脆弱性、新たな脅威の調査等）は、セキュリティに関するイベントの発生時（ウイルス感染、不正侵入、DoS攻撃、情報漏えいなどの情報システムに関するインシデントが発生した時のこと）を含め、万全なセキュリティ構成を保つ必要が生じた場合に実施すること。

ウ　本業務で納品される機器、ソフトウェアの各種ログ（端末を除く）を確実に記録し、万一事故が発生した場合に追跡のための基礎情報として利用可能とすること。取得対象のログは、不正な操作等を検出するためのログイン/ログアウト履歴（成功/失敗）、操作ログ等とすること。また、ログへのアクセスは管理者のみに限定し、暗号化すること。

８．作業体制

（１） 作業体制

ア　本業務には以下の役割を持つ要員を配置すること。
（ｱ）プロジェクト責任者（プロジェクトマネージャー）

本町との総合窓口となり、受託事業者におけるプロジェクト管理を行う者であり、本業務に関わる業務従事者及び関係者全てを統括するとともにし、本契約に定める全ての交渉、作業及び成果物の管理を行うこと。
（ｲ）システム構築責任者

本事業におけるシステム設計・構築、機器設定の業務を管理する者。
（ｳ）品質管理者
　　　　　　本事業における品質を管理する者。

イ　要員は、過去5年間に類似業務を経験し、当該の役割を担う上で必要な業務実績を有する者を配置すること。

ウ　要員は、原則、構築作業期間中は固定すること。但し、本町が要員の資質に疑義を唱え、双方で合意を得た場合はこの限りではない。なお、要員を変更する場合には、予め本町に書面による承諾を得なければならない。

以上
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